
注記事項 

（重要な会計方針） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券・・・・・償却原価法（定額法） 

その他有価証券・・・・・・・時価法 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

番組制作費・・・・・・・・・個別法に基づく低価法 

印刷教材等・・・・・・・・・先入先出法に基づく低価法 

３．固定資産の減価償却方法 

（１）有形固定資産 

定額法によっております。 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。 

また、特定の減価償却資産（放送大学学園会計基準第 43）の減価償却相当額につい 

ては、拠出剰余金の控除項目である損益外減価償却累計額として表示しております。 

（２）無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。 

４．引当金の計上基準 

（１）賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

役員及び職員の賞与に充てるため当該役員及び職員に対する将来の支給見込額のう

ち、当該事業年度の負担額を計上しております。 

（２）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

役員及び職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職一時金の自己

都合要支給額により計上しております。 

上記の役員及び職員のうち、国又は他の機関において退職金の財源が措置されるも

のに係る退職一時金については、退職給付に係る引当金は計上しておりません。 

なお、業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、放送大学学園

会計基準第 54第 6項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加

額を計上しております。 

（３）貸倒引当金の計上基準 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

（４）学生数等減少準備引当金 

放送大学学園に関する省令（平成 15 年文部科学省令第 39 号）第 3条の規定に基づ

き、将来の学生数等の減少に備えて、計上しております。 

５．授業料収益の計上基準 

期間進行基準を採用しております。 



６．業務実施コスト計算書における機会費用等の計上方法 

（１）国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の

計算方法 

近隣または類似の賃貸料等を参考に計算しております。 

（２）政府拠出等に係る機会費用の計算に使用した利率 

決算日における 10年もの国債の利回りを参考に、0.045％で計算しております。 

７．リース取引の会計処理 

リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。

８．消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

（その他の注記事項） 

９．固定資産の減損 

翌事業年度以降の特定日以降使用しないと決定した固定資産 

用途 地上系放送設備 地上系放送設備 地上系放送設備 

種類 建物 構築物 機械及び装置 

場所 東京都港区 外 東京都港区 外 東京都港区 外 

帳簿価格 32,781,981 円 4,409,492 円 40,649,613 円 

使用しなくなる

日 
平成 30 年 11 月 平成 30 年 11 月 平成 30 年 11 月 

使用しないとい

う決定を行った

経緯及び理由 

注 注 注 

使用しなくなる

日における帳簿

価額 

55 円 22 円 11 円 

回収可能サービ

ス価額 
備忘価額 備忘価額 備忘価額 

減損額の見込額 － － － 

注）地上系放送に係る経費等の削減による経営の効率化を図る必要性、近年における一

般家庭へのＢＳ放送受信機の普及状況、本学在学生向けの放送授業番組のインターネ

ット配信の利用状況等を踏まえ、現在の地上系放送局免許の有効期間である平成 30

年 10 月末までに地上系放送を終了する決定がなされたため。 



１０．金融商品関係 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当学園では、資金運用については国債、地方債、政府保証債、預金及び信託業務を

営む金融機関への金銭信託に限定しております。 

資金運用にあたっては放送大学学園寄附行為第 38条、放送大学学園余裕金運用規程

の規定に基づき、国債、地方債、定期預金及び信託業務を営む金融機関への金銭信託

のみを保有しており株式等は保有しておりません。 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。 

①貸借対照 

表計上額 
②時価 ②－①差額 

（１）投資有価証券及び有

価証券 

①満期保有目的の債券 1,310,169,177 円 1,360,985,300 円 50,816,123 円

②その他有価証券 1,095,088,295 円 1,095,088,295 円 －

（２）現金及び預金 4,885,162,669 円 4,885,162,669 円 －

（３）未払金 (1,613,722,348 円) (1,613,722,348 円) －

（※）負債に計上されているものは、( )で示しております。 

（※）貸借対照表に計上されている長期リース債務は、重要性が乏しいため、時価の注記

を省略しております。 

（注）金融商品の時価の算定方法 

(1) 投資有価証券及び有価証券 

これらの時価について、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっ

ております。 

(2) 現金及び預金、未払金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 



１１．資産除去債務 

（１）資産除去債務の概要 

当学園では、電波法等に基づく固定局、放送局設備の撤去及び学習センター不動産

賃貸借契約に基づく原状回復義務に係る債務について、資産除去債務を計上しており

ます。 

なお、資産除去債務に対応する特定の除去費用（放送大学学園会計基準第 57）に係

る減価償却相当額については、拠出剰余金の控除項目である損益外減価償却累計額、

損益外利息費用累計額として表示しております。 

（２）資産除去債務の算定方法 

使用見込期間を取得から 14～50 年と見積り、資産除去債務の見積りにあたっての割

引率は△0.118％～0.538％を採用しております。 

（３）資産除去債務の総額の増減 

    期首残高                               1,046,504,950 円 

    時の経過による調整額                       2,406,433 円 

    見積りの変更に伴う増加                 18,131,084 円 

    見積りの変更に伴う減少                   △5,083,828 円 

見積りの修正に伴う増加              10,249,693 円 

    期末残高                       1,072,208,332 円 

（４）資産除去債務の見積りの変更等 

当該事業年度において、電波法等に基づく固定局、放送局設備の撤去に係る債務と

して計上していた資産除去債務について、履行時期が決定したこと等により、精微な

見積りが可能となったため、見積りの変更を行っております。 

この見積りの変更の結果、当事業年度において資産除去債務は 18,131,084 円増加、

5,083,828 円減少しております。 

また、前事業年度において、資産除去債務の見積りにあたっての割引率を誤ったこ

とにより、資産除去債務、損益外減価償却累計額及び損益外利息費用累計額を修正し

ております。 

この修正の結果、当該事業年度において資産除去債務は 10,249,693 円増加、損益外

減価償却累計額及び損益外減価償却相当額は 36,234,187 円増加、損益外利息費用累計

額及び損益外利息費用相当額は 35,866,558 円減少しております。 

１２．重要な後発事象 

該当事項はありません。 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金                        4,885,162,669 円 

定期預金                     △1,430,000,000 円 

（差引）資金残高                 3,455,162,669 円 


